【記入例：農家住宅建築（市街化調整区域内）】
農用地利用計画変更申出書
令和１４年９月　　日

　須賀川市長　橋　本　克　也　　様

［事業計画者］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　須賀川市〇〇字〇〇〇１００番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　須賀川　太　郎　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　〇〇－〇〇〇〇　職業　農業兼自営業
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［土地所有者等］（事業計画者と別の場合に記入）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　須賀川市〇〇字〇〇〇１００番地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　須賀川　一　郎　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　〇〇－〇〇〇〇　職業　農業
　下記の土地について、農用地区域からの除外を申し出します。

	申

出

の

土

地
	土地の所在・地番
	農業生産の状況
	地　　　目
	面　　　積

（㎡）

	
	
	
	登記簿
	現　況
	

	
	須賀川市〇〇

字〇〇〇２００番地
	耕　　作

１０ａ当り480㎏
	田
	田
	　　   　　　622.00

	
	須賀川市〇〇

字〇〇〇２０１番地の一部
	きゅうり栽培
	畑
	畑
	    278.00のうち

         106.60

	
	
	
	
	
	

	
	計
	         728.60

	権利の種類
	設定　・　移転　　［　所有権　・　賃借権　・　その他（　　　　　）］

	変更の目的及び

変更の必要性
	目　的：農家住宅建築（屋敷替え）のため。

必要性：現住宅は建築後４０年以上経過しており、大変老朽化している。また、子供が結婚して家族も増えた（事業計画者の夫婦とその両親及び計画者の息子夫婦とその子供の計７人）。そこで建て替えを検討したが、居宅はもちろん現敷地では車を置くスペースもなく、狭隘になっているため不便を来たしているので、農家住宅の建て替えをしなければならなくなった。

※目的と必要性は分けて記載し、必要性は経過も明記すること。


	事　業　計　画
	事業予定年月日
	令和１５年　４月　１日　～　令和１５年　９月３０日

	
	全体計画面積
（地目別）
	　　　　　　　（地目）　　　　　　　　　　　（㎡）

　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　　　６２２．００

　　　　　　　　　畑　　　　　　　　　　　　　１０６．６０

　　　　　　　　　　　　　　計　　　　７０８．６０

※ほかに「宅地」等の地目にまたがる場合は、それも記入のこと

	
	建物及び工作物

（構築物）
	（棟）　　　　　（㎡）　　　　　（構造）

１棟　    　１階　 138.85　　　　　木造瓦葺き２階建て

　　　　　　         　２階   48.83

　　　　　　　　　　　　　　　計  187.68

	
	そ　　の　　他
	

	
	周辺農用地等に

対する被害防除

措　　　　　置
	　取水は隣接道路に布設している須賀川市上水道より行う。排水については、建物及び敷地雨水は雨樋より集水桝を経由して隣接市道側溝に流出し、トイレ及び生活雑排水は合併処理浄化槽を経由して隣接市道側溝に流出するので、排水等が周辺農用地に流入することはない。

また、外溝工事等を適切に行うので、本住宅の建築に伴い周辺農用地への土砂が流入することもない。さらに周辺農用地の日照及び出入りについては、土地形状に変更はなく、進入路も従来どおり確保されているので、特に支障はない。

	当該土地を
選定した理由
及　び　経　緯
	　住宅建築の必要については、前記「変更の必要性」のとおりであり、当初は既存住宅の敷地に建て替えをする予定であった。しかし、家族人数や自動車保有台数の増加（事業計画者１台、その父１台、息子夫婦２台で計４台所有）等により狭隘になったため、代替地を検討した。

所有する農地には農振白地がなく、全て農用地であり、集落に隣接し日常生活上の利便性の高い申出地以外に適地がないため、やむを得ず農用地区域の利用上の支障が軽微である当該農用地を選定したものである。

	土地基盤整
備　事　業　の

実　施　状　況
	事　業　名
	事業主体
	受益面積
	事業実施年度
	その他

	
	
	
	㎡
	
	

	
	
	
	㎡
	
	

	
	
	
	㎡
	
	

	他の土地利
用の規制の
有無・調整
経過・予定
	●農地法第５条（※第４条の場合あり）の許可申請することで須賀川市農業委員会と協議済み

●都市計画法の市街化調整区域であるが、農家住宅の屋敷替えのため開発許可等は不要である旨を、須賀川市都市整備課と協議済み

●市道乗り入れに関し、道路法第２４条承認工事を建築時に申請する旨、須賀川市建築住宅課と協議済み

（※ほかに関係する法規制がある場合は、必ず記入すること）

	その他必要な
事　　　　　項
	●農業経営状況及び規模は、別添「耕作証明書」を参照

●家族構成は、事業計画者夫婦とその両親及び計画者の息子夫婦とその子供の計７人（別添「耕作証明書」等参照）

●今回、農振除外しない農地の一部（残地）については、引き続き耕作を続けるものであり（※残地利用を明記すること）、:現住宅は取り壊し、畑として利用する予定である（※屋敷替えする元居住地の取り壊し後の利用予定を明記すること）。


〈市独自様式〉
　［記載上の注意］
１　申出書は２部提出すること。

　２　各項とも枠内に入りきらない場合は、別紙として添付すること（なお、土地所有者等が複数になる場合は、それぞれ関連する当該土地の地番等がわかるように別紙を作成すること）。

　３　変更の目的及び変更の必要性は、事業計画の目的とその必要性を分けて記載すること。

　４　事業計画は、できるだけ具体的に記入し、また建物面積は建築面積とすること。

　５　周辺農用地等に対する被害防除措置は、取水及び排水方法等の被害防除措置について具体的に記載し、土地利用計画図及び用排水計画図と整合するものとすること（取水、生活雑排水、建物雨水、敷地雨水別に記載すること）。

　６　当該土地を選定した理由及び経緯には、必ず当該申出地以外に代替すべき土地がない理由を具体的に記載し、それを証明できる資料等があれば添付すること。

　７　土地基盤整備事業の実施状況には、当該土地が過去に土地基盤整備事業の実施された土地の場合、その内容を記載すること。

　８　他の土地利用の規制の有無・調整経過・予定には、道路法（主に第２４条関係）、都市計画法、農地法及び森林法等に基づく土地利用の規制の有無・調整経過・予定を記載すること。

　９　その他必要な事項には、農家住宅の場合はその経営規模、家族構成を、農家の分家住宅の場合は、土地所有者との続柄、家族構成を明記すること。また住宅等を移転する場合には、現住宅等の跡地計画を、住宅の拡張の場合は現住宅等の敷地面積を明記すること。

　［添付書類］
　１　除外候補地の位置図（縮尺は1/50,000程度とし、縮尺、方位、除外する地域（朱書すること）を明示すること。）

　２　現況図（除外する土地の付近の状況を表示する図面で縮尺は1/10,000程度。付近の地形、土地利用状況及び縮尺、方位、除外する土地（朱書すること）を明示すること。）

　３　法務局備付地図（法１７条地図または地図に準ずる図面）に除外する土地の地目及び隣接する土地の地目も併せて付記し、縮尺、方位を明示すること（除外地朱書き）。

　４　土地利用計画図（事業計画に係る建物または施設等の面積、位置及び施設物間の距離を表示する平面図で縮尺は1/500～1/2,000程度とし、縮尺、方位を明示すること。）

　５　用排水計画図（取水及び排水（雨水、汚水等）の経路を示す図面）

６　事業計画の内容を把握できる書類及び図面等（平面図、立面図等）

　７　除外する土地の登記簿謄本（１部は写しで可）

　８　求積図（除外する土地が分筆登記を必要とする場合）

　９　事業計画者と土地所有者等の住民票（１部は写しで可）

　10　耕作証明書（農家住宅及び農家二・三男分家住宅の場合、１部は写しで可）

　11　事業計画者と土地所有者等との続柄を確認する戸籍謄本（農家二・三男分家住宅の場合、１部は写しで可）

　12　流末排水路等の管理者の同意書（１部は写しで可）

　13　土地改良区の意見書（除外する土地が土地改良区の受益地の場合、１部は写しで可）

　14　資金計画書
　15　その他参考となる資料及び転用の確実性を判断するために必要な書類等

